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Ⅰ 基本的な考え方 

１ 公立大学法人福井県立大学の使命と知的財産活動 

公立大学法人福井県立大学（以下「本学」という。）は、３つの基本理念である「魅力ある大学」、

「個性ある大学」、「開かれた大学」のもとに、時代の進展に応じた魅力ある学術文化の拠点として、

広い視野に立った高度の専門的知識・技術を身に付けた、創造力と実行力に富む人間性豊かな人材

を養成するとともに、先端的な特色ある研究を推進し、その学術情報を知的財産としてマネジメン

トしながら社会に還元することにより、福井県はもとより、我が国の経済や文化の発展、福祉の向

上に寄与することが求められている。 

このため、本学は次に掲げる取組みを推進する。 

① 知的財産の積極的な創出、保護、活用 

② 共同研究・受託研究の活性化 

③ 教育・啓発・広報活動の推進 

④ 利益相反の適切なマネジメント 

 

２ 知的財産の範囲および対象者 

 知的財産の範囲および対象者は、「公立大学法人福井県立大学職務発明規程」および「公立大学法

人福井県立大学研究成果有体物取扱規程」の定義による。 

 

Ⅱ 知的財産の積極的な創出、保護、活用 

本学は、先端的な特色ある研究を推進し、その学術情報を知的財産としてマネジメントしながら

社会へ還元するため、知的財産の積極的な創出、保護、活用に努め、知的創造サイクルの活性化を

図り、知的財産エコシステムの構築を目指す。 

 

１ 知的財産の創出 

 先端的な特色ある研究を推進することで、有用な知的財産をできるだけ多く創出するとともに、

研究成果が得られた場合に迅速に社会実装が進むよう、研究初期の段階から研究成果の社会実装の

姿やそれを踏まえた権利のあり方を念頭に置きながら研究を推進する。また、本学は、知的財産を

創出した職員に対してインセンティブを付与して知的財産創出の促進を図る。 

 

２ 知的財産の保護 

 本学の研究成果は、本学および福井県はもとより国民全体の財産であるとの観点から、知的財産

の発掘と保護、研究成果有体物の保護に努め、それらを活用することで研究成果の産業界、地域社



会への還元を図る。このため、知的財産および研究成果有体物は、福井県立大学職務発明取扱規程、

福井県立大学研究成果有体物取扱規程の規定により、原則として本学が承継する（共同研究の場合

は、原則として本学と共同研究先との共有）。それらのうち権利として保護すべき価値があるものに

ついては、投資として積極的に権利化を図り、これら知的財産について評価を行い、技術移転や外

部資金獲得の可能性や実績等を評価して権利化や権利の維持を行うか否かを判断し、回収を図る。 

 

３ 知的財産の活用 

 本学は、産業界、地域社会へ知的財産を速やかに移転し、その社会実装を促進するため、積極的

に技術移転、実施者の発掘を図り活用に努める。法人の知的財産を実施、譲渡を受けたい等の申し

出があったときは、適正な条件により、積極的な活用を図る。 

 知的財産のライセンス条件は、ライセンス先各企業の事情を踏まえて弾力的な取り扱いをするこ

とができるものとする。また、本学が保有する知的財産の活用のために起業された大学発ベンチャ

ー企業に対しては、必要に応じて優先的な知的財産の取扱いを行うことができるものとする。 

 

Ⅲ 共同研究・受託研究の活性化 

産学官連携活動に積極的に取り組むことにより、共同研究・受託研究の活性化を図り、知の拠点

としての研究、研究成果の知的財産として社会還元、そしてそれらを基にした創造的研究の循環型

社会貢献成長サイクルを目指す。 

その際には、地元企業との共同研究や受託研究の活性化などによる地域発展の観点にも配慮する。 

また、共同研究や受託研究により創出された知的財産については、長期的な視点に立ったパート

ナーシップを確立し、研究活動を行うための情報および資金を得ることに配慮し、適正な条件によ

り、積極的な活用を図る。 

共同研究で得られた共有の知的財産については、権利の確保までの貢献を評価し、知的財産の実

施を促進する観点から、独占的実施権や権利の譲渡を含め弾力的な取扱いをすることができるもの

とする。 

 

Ⅳ 教育、啓発、広報活動の推進 

本学は、知的財産への理解を深め、創出への機運を高めるため、職員に対する教育啓発活動を積

極的に推進する。また、広く社会に対して研究成果や知的財産活動を紹介する広報活動を展開する

とともに、企業・団体・自治体等とも良好な関係を築き、情報・意見交換およびシーズ・ニーズの

マッチングを図る。 

 

Ⅴ 利益相反の適切なマネジメント 

 産学官連携の推進に当たり、不可避的に生じ得る利益相反や責務相反については、利益相反マネ

ジメント規程に従い、公正かつ円滑な連携活動を行える環境をマネジメントする。 


